
政策体系外
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和６年度事業】実施計画書
整理番号 325 重要事業 総合戦略 担当部署 議会事務局　庶務係・議事調査係

基本目的

施策目的

施策の方向

款・項・目 事業名 当初予算額（R4） 当初予算額（R5） 当初予算額（R6）

１・１・１ 議会運営 174,365千円 171,799千円 170,671千円

事業
スケジュール

①定例会（４回）
②臨時会（必要に応じ随時）
③常任委員会
（４回及び必要に応じ随時）
（委員会改選後に１回開催）
④議会運営委員会（８回及び必要に
応じ随時）
⑤常任委員会行政視察（２回）
⑥市民への情報提供
・市議会広報紙の発行（年５回）
・本会議の映像配信
・ホームページの更新（随時）

①定例会（４回）
②臨時会（必要に応じ随時）
③常任委員会
（４回及び必要に応じ随時）
④議会運営委員会（８回及び必要に応
じ随時）
⑤常任委員会行政視察（２回）
⑥市民への情報提供
・市議会広報紙の発行（年５回）
・本会議の映像配信
・ホームページの更新（随時）

①定例会（４回）
②臨時会（必要に応じ随時）
　　　　（改選後初議会は10月）
③常任委員会
（４回及び必要に応じ随時）
④議会運営委員会（８回及び必要に応
じ随時）
⑤常任委員会行政視察（２回）
⑥市民への情報提供
・市議会広報紙の発行（年５回）
・本会議の映像配信
・ホームページの更新（随時）

事業費 170,671 170,671 170,671

【Plan】
事業目的

市の意思を決定するという議会の重要な役割が適切に行えるよう、執行機関と議事機関の情報共有に向けた調
整に努めるとともに、開かれた議会として、審査の過程や結果を広く市民へ周知するための事務を行う。

令和６年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

①定例会（６月・９月・１２月・３月　年４回開催）
　館林市議会定例会条例により、年４回招集することが定められている。
　市長から提案された議案等の審議、議決などを行う。
②臨時会（必要に応じて開催）
　必要がある場合において、その事件に限り、これを審議するために招集する。
③常任委員会（定例会において、付託された議案等を審査するため開催、その他、必要に応じて開催）
　総務文教・市民福祉・経済建設の３常任委員会があり、それぞれ、付託された議案や請願の審査、市当局
　からの報告事項、行政視察などを行う。
④議会運営委員会（定例会開会１週間前と定例会最終日に開催、その他、必要に応じて開催）
　市長から提案された議案等の取り扱い、本会議の議事進行、議会運営全般に関する協議を行う。
⑤行政視察（年２回実施）
　各常任委員会ごとに、それぞれの所管の分野における先進地視察を行う。
⑥市民への情報提供
・市議会広報紙の発行（通常版は５月・８月・１１月・２月の計４回、新年号は１月、合計年５回発行）
・本会議の映像配信（ライブ及び録画）
・ホームページの更新（議案等の審議結果の掲載など、必要に応じて随時更新）

令和６年度 令和７年度 令和８年度

0 0 0

その他 0 0 0

財源

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債

一般財源 170,671 170,671 170,671

指標
現状値

(R元年度)
区分

年度

R3 R4 R5 R6 R7

活動指標 ホームページアクセス数
12,999 目標値 13,866 14,300 14,733

活動指標 傍聴者数
311 目標値 331 340 350

15,167 15,600

単位：人 実績値 11,552 16,416

360 370

単位：人 実績値 367 293

6,288 7,034 7,780

単位：回 実績値 7,014 6,112
活動指標 映像配信（ライブ及び録画）再生回数

3,304 目標値 4,796 5,542
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和６年度事業】実施計画書
整理番号 326 重要事業 総合戦略 担当部署 契約検査課　契約検査係

基本目的

施策目的

施策の方向

款・項・目 事業名 当初予算額（R4） 当初予算額（R5） 当初予算額（R6）

２・１・１ 一般経費（印刷製本費） 618千円 518千円 518千円

事業
スケジュール

在庫を管理しながら、庁内で使
用する賞状用紙・封筒の印刷業
務を発注する。

在庫を管理しながら、庁内で使用
する賞状用紙・封筒の印刷業務を
発注する。

在庫を管理しながら、庁内で使用
する賞状用紙・封筒の印刷業務を
発注する。

事業費 518 518 518

【Plan】
事業目的

庁内で使用する賞状用紙・封筒を購入し、管理及び払い出しを行う。

令和６年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

・庁内で使用する賞状用紙・封筒を購入し、管理及び払い出しを行う。

令和６年度 令和７年度 令和８年度

0 0 0

その他 0 0 0

財源

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債

一般財源 518 518 518

単位： 実績値

指標
現状値

(R元年度)
区分

年度

R3 R4 R5 R6 R7

目標値

目標値

単位： 実績値

単位： 実績値

目標値
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和６年度事業】実施計画書
整理番号 327 重要事業 総合戦略 担当部署 市民課　交付申請係

基本目的

施策目的

施策の方向

款・項・目 事業名 当初予算額（R4） 当初予算額（R5） 当初予算額（R6）

２・１・１ 自動車臨時運行許可事務 25千円 25千円 25千円

事業
スケジュール

・自動車臨時運行許可証の交
付、並びに自動車臨時運行許可
番号標の貸与。
・傷んだ臨時運行許可番号標
（ナンバープレート）を廃棄
し、購入する。

・自動車臨時運行許可証の交付、
並びに自動車臨時運行許可番号標
の貸与。
・傷んだ臨時運行許可番号標（ナ
ンバープレート）を廃棄し、購入
する。

・自動車臨時運行許可証の交付、
並びに自動車臨時運行許可番号標
の貸与。
・傷んだ臨時運行許可番号標（ナ
ンバープレート）を廃棄し、購入
する。

事業費 25 25 25

【Plan】
事業目的

自動車の臨時運行許可は、最寄りの陸運支局長又は特別区若しくは政令で定める市町の長が行うとされてお
り、道路運送車両法並びに道路運送車両法施行規則の規定に基づき、自動車臨時運行許可を受けようとする者
に対して、自動車臨時運行許可証の交付、並びに自動車臨時運行許可番号標を貸与する。

令和６年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

　館林市自動車臨時運行許可に関する規則の定めるところにより、自動車臨時運行許可証の交付、並びに自動車臨時運行
許可番号標を貸与する。

令和６年度 令和７年度 令和８年度

0 0 0

その他 25 0 0

財源

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債

一般財源 0 25 25

単位： 実績値

指標
現状値

(R元年度)
区分

年度

R3 R4 R5 R6 R7

目標値

目標値

単位： 実績値

単位： 実績値

目標値
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

　　【令和６年度事業】実施計画書
整理番号 328 重要事業 総合戦略 担当部署 市民課　交付申請係

基本目的

施策目的

施策の方向

款・項・目 事業名 当初予算額（R4） 当初予算額（R5） 当初予算額（R6）

２・１・１２ 自衛官募集事務 49千円 49千円 56千円

事業
スケジュール

・広報活動（のぼり旗の掲示、
募集案内の広報誌掲載、ホーム
ページ継続掲載、市民ホールで
の募集動画放映、入隊相談、市
民課窓口でのリーフレット、募
集ティッシュ配付等）
・館林市自衛隊家族会事務局と
して、総会、視察研修を実施。
また入隊予定者激励会に参加。

・広報活動（のぼり旗の掲示、募
集案内の広報誌掲載、ホームペー
ジ継続掲載、市民ホールでの募集
動画放映、入隊相談、市民課窓口
でのリーフレット、募集ティッ
シュ配付等）
・館林市自衛隊家族会事務局とし
て、総会、視察研修を実施。また
入隊予定者激励会に参加。

・広報活動（のぼり旗の掲示、募
集案内の広報誌掲載、ホームペー
ジ継続掲載、市民ホールでの募集
動画放映、入隊相談、市民課窓口
でのリーフレット、募集ティッ
シュ配付等）
・館林市自衛隊家族会事務局とし
て、総会、視察研修を実施。また
入隊予定者激励会に参加。

事業費 56 56 56

【Plan】
事業目的

自衛官募集事務は、自衛隊法第97条に市町村の法定受託事務と定められており、本市では自衛隊群馬地方協力
本部（太田出張所）と連絡をとりながら、自衛官募集事務を行っている。

令和６年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

自衛官募集事務
・広報活動（のぼり旗の掲示、募集案内の広報誌掲載、ホームページ継続掲載、市民ホールでの募集動画放映、入隊相
談、市民課窓口でのリーフレット等による案内）
・館林市自衛隊家族会事務局として、総会、視察研修を実施。また入隊予定者激励会に参加。

令和６年度 令和７年度 令和８年度

0 0 0

その他 0 0 0

財源

国庫 56 56 56

県費 0 0 0

市債

一般財源 0 0 0

指標
現状値

(R元年度)
区分

年度

R3 R4 R5 R6 R7

活動指標 自衛官入隊入校者
通年 目標値 5 5 5

活動指標 ホームページ掲載・募集動画放映
通年 目標値 通年 通年 通年

5 5

単位：人 実績値 7 3

通年 通年

単位：－ 実績値 通年 通年

4 4 4

単位：回 実績値 4 3
活動指標 広報紙掲載

4 目標値 4 4
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

目標値

単位： 実績値

指標
現状値

(R元年度)
区分

年度

R3 R4 R5 R6 R7

0 0 0

その他 12 12 12

財源

国庫 0 0 0

県費 704 704 704

市債

一般財源 1,827 1,827 1,827

事業
スケジュール

日本旅券の申請書の受付及び審
査・交付を行う。

日本旅券の申請書の受付及び審
査・交付を行う。

日本旅券の申請書の受付及び審
査・交付を行う。

事業費 2,543 2,543 2,543

【Plan】
事業目的

日本旅券（パスポート）は、日本政府が名義人の国籍と身分を対外的に証明し、合わせて外国官憲に対し所持
人に必要な保護と扶助を与えることを要請する公文書である。また、旅券発給という行政処分は、外務大臣が
国籍及び身分を証明する旅券という文書を発行する公証行為であると同時に、旅券の発給により名義人に原則
5年ないし10年間の海外渡航を可能とする意味で許可行政である。
平成23年10月1日から市区町村に事務の権限移譲が開始され、日本旅券の申請の受付及び審査・交付を行うこ
とを目的としている。

令和６年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

日本旅券の申請書の受付及び審査・交付を行う。
また、使用する機材については、５年ごと（次回、令和８年度）に見積合せを行い備品購入費にて購入する。
（購入費用は県支出金の対象となっている、群馬県で算出された見積額により上乗せされる）
１．申請の際には、本人又は代理人の出頭を求め、申請書・写真に加え、戸籍謄(抄)本（住民票）、身分証明書の提出・
提示を求めたうえで審査を行う。
２．交付に際しては、必ず本人出頭を求め、最終的な確認を行って交付する。

令和６年度 令和７年度 令和８年度

基本目的

施策目的

施策の方向

款・項・目 事業名 当初予算額（R4） 当初予算額（R5） 当初予算額（R6）

２・１・１２ 旅券事務 2,005千円 2,385千円 2,543千円

　　【令和６年度事業】実施計画書
整理番号 329 重要事業 総合戦略 担当部署 市民課　交付申請係
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

目標値

単位： 実績値

指標
現状値

(R元年度)
区分

年度

R3 R4 R5 R6 R7

0 0 0

その他 1,221 1,221 1,221

財源

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債

一般財源 2,376 2,376 2,376

事業
スケジュール

市民課の窓口業務を円滑に遂行
する。

市民課の窓口業務を円滑に遂行す
る。

市民課の窓口業務を円滑に遂行す
る。

事業費 3,597 3,597 3,597

【Plan】
事業目的

　円滑な市民課の窓口業務を遂行する。

令和６年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

　市民課窓口の円滑な運営のために必要な会計年度任用職員の確保や、必要な消耗品・備品の購入・修繕を行う。また、
委託契約・手数料の支払いを行う。

令和６年度 令和７年度 令和８年度

基本目的

施策目的

施策の方向

款・項・目 事業名 当初予算額（R4） 当初予算額（R5） 当初予算額（R6）

２・３・１ 一般経費 3,046千円 3,776千円 3,597千円

　　【令和６年度事業】実施計画書
整理番号 330 重要事業 総合戦略 担当部署 市民課　交付申請係
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

6,275 7,545 8,815

単位：通 実績値 3,794 7,500
活動指標 コンビニ交付の運用

未実施 目標値 4,667 5,004

単位：台 実績値 2 6

活動指標 個人番号カードの交付
1,170 目標値 8,400 8,400

6 6 6

5,400

単位：通 実績値 4,807 4,182

活動指標 住民基本ネットワークシステムの管理
2 目標値 2 4

8,400 8,400 8,400

単位：件 実績値 10,189 23,883

活動指標
住民基本台帳に係る証明書の公用請求
による交付事務を行う。

3,873 目標値 5,400 5,400

55,000 55,000 55,000

単位：通 実績値 58,805 58,925
活動指標

住民基本台帳・印鑑登録に係る証明書の窓
口並びに郵便請求による交付事務を行う。

59,960 目標値 55,000 55,000

5,400 5,400

活動指標
住民異動届出の受付・処理・対応等窓
口事務を行う。

13,649 目標値 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000

単位：件 実績値 12,960 13,809

指標
現状値

(R元年度)
区分

年度

R3 R4 R5 R6 R7

0 0 0

その他 9,012 9,012 9,012

財源

国庫 17,188 17,188 17,188

県費 97 97 97

市債

一般財源 7,854 7,854 7,854

事業
スケジュール

・住民基本台帳法に基づく転入・転居・
転出・出生・死亡等の住民異動届出の受
付・処理・対応等窓口事務を行う。
・住民基本台帳・印鑑登録に係る証明書
の窓口並びに 郵便請求による交付事務を
行う。
・住民基本ネットワークシステムの運用
・個人番号カードの交付
・コンビニ交付の運用

・住民基本台帳法に基づく転入・転居・転
出・出生・死亡等の住民異動届出の受付・
処理・対応等窓口事務を行う。
・住民基本台帳・印鑑登録に係る証明書の
窓口並びに 郵便請求による交付事務を行
う。
・住民基本ネットワークシステムの運用
・個人番号カードの交付
・コンビニ交付の運用

・住民基本台帳法に基づく転入・転居・転
出・出生・死亡等の住民異動届出の受付・
処理・対応等窓口事務を行う。
・住民基本台帳・印鑑登録に係る証明書の
窓口並びに 郵便請求による交付事務を行
う。
・住民基本ネットワークシステムの運用
・個人番号カードの交付
・コンビニ交付の運用

事業費 34,151 34,151 34,151

【Plan】
事業目的

・住民の居住関係の公証等、住民に関する事務の処理の基礎とするための記録の適正な管理を行うとともに、住民の住所に関する届出等
の簡素化を図るなど住民の利便性を増進することに加え、国及び地方公共団体の行政の合理化に資するため、住民基本台帳法に基づき、
転入・転居・転出・出生・死亡等の住民異動届出の受付・処理・対応等の窓口事務を行う。
・また、関連して館林市印鑑条例及び館林市印鑑条例施行規則に基づき、印鑑（実印）登録事務を行う。

令和６年度事業計画（主要な事業とその取組内容）
【住民基本台帳事務】
・住民基本台帳法に基づく転入・転居・転出・出生・死亡等の住民異動届出の受付・処理・対応等窓口事務を行う。
・住民基本台帳・印鑑登録等に係る証明書の窓口並びに 郵便請求による交付事務を行う。
【住民基本台帳ネットワークシステム事業】
　住民基本台帳ネットーワークシステム（各種行政の基礎である住民基本台帳の4情報（氏名／住所／性別／生年月日）、個人番号と住
民票コード、これらの変更情報についてネットワーク化を図り、全国共通に電子的な本人確認ができる仕組み）を整える。
【個人番号カード交付事業】
個人番号カード（マイナンバーカード）を交付する。
・カード券面の破損・印刷ミス等の確認
・交付前設定（住民基本台帳ネットワークシステムの市町村統合端末の本人確認情報とカードの券面情報との照合や、カード内蔵IC
チップに搭載した券面アプリケーションの情報の確認、電子証明書の利用希望の確認作業) を行う。
・カード受取りに関する住民へのお知らせ(交付通知書)の発送などの事務処理を行う。
【コンビニ交付事業】
　全国のコンビニエンスストア（マルチコピー機設置店）等における証明書（住民票・印鑑登録証明書）の自動交付を行うため、地方
公共団体情報システム機構（J_LIS）と委託契約を結び、運用する。

令和６年度 令和７年度 令和８年度

基本目的

施策目的

施策の方向

款・項・目 事業名 当初予算額（R4） 当初予算額（R5） 当初予算額（R6）

２・３・１ 住民基本台帳事務 23,262千円 48,117千円 34,151千円

　　【令和６年度事業】実施計画書
整理番号 331 重要事業 総合戦略 担当部署 市民課　交付申請係
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

20,000 20,000 20,000

単位：通 実績値 15,127 17,627
活動指標

戸籍法に係る証明書の窓口並びに郵便
請求による交付事務を行う。

17,111 目標値 20,000 20,000

6,600 6,600

単位：通 実績値 6,146 5,065

3,216 3,216

単位：件 実績値 3,059 3,179
活動指標 戸籍編成

3,112 目標値 3,216 3,216 3,216

活動指標 戸籍公用請求事務
4,795 目標値 6,600 6,600 6,600

指標
現状値

(R元年度)
区分

年度

R3 R4 R5 R6 R7

0 0 0

その他 9,375 9,375 9,375

財源

国庫 3,685 3,685 3,685

県費 0 0 0

市債

一般財源 1,844 1,844 1,844

事業
スケジュール

戸籍届書の審査、編成業務
戸籍情報システム改修業務
戸籍振り仮名対応に関する業務
委託

戸籍届書の審査、編成業務
氏名の振り仮名の通知に係る対応
氏名の振り仮名の届出に係る対応
氏名の振り仮名が表記された戸籍
証明書の順次交付

戸籍届書の審査、編成業務
氏名の振り仮名の変更の届出に係
る対応
全ての戸籍証明書において氏名の
振り仮名の表記をされたものを交
付

事業費 14,904 14,904 14,904

【Plan】
事業目的

戸籍法に基づく届出により戸籍を記載し、本籍人分を館林市で保管（戸籍システム）。本市に届出された戸籍
届書、送付された戸籍届書の適正な処理を行う。戸籍法の一部を改正する法律（令和元年5月31日公布）によ
り、戸籍法や住民基本台帳法などが改正された。法改正による新たな制度に基づく業務に対応するため戸籍情
報システムの改修を行う。また、地方公共団体情報システムの標準化に関する法律に基づき、戸籍情報システ
ムの標準化を行う。

令和６年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

・受理した戸籍届書について、法令に基づき審査し、滞りなく適正な戸籍編成を行う。
・令和6年3月から開始された戸籍証明書等の広域交付について適正な業務を行う。
・戸籍及び戸籍の附票に氏名の振り仮名を記載するためのシステム改修を行う。また、振り仮名の収集に伴う業務の準備
を行う。
・戸籍情報システムの標準化のためのシステム改修を行う。

令和６年度 令和７年度 令和８年度

基本目的

施策目的

施策の方向

款・項・目 事業名 当初予算額（R4） 当初予算額（R5） 当初予算額（R6）

２・３・１ 戸籍事務 12,456千円 16,094千円 14,904千円

　　【令和６年度事業】実施計画書
整理番号 332 重要事業 総合戦略 担当部署 市民課　戸籍係
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

通年 通年 通年

単位： 実績値 通年 通年
活動指標 指定管理者との連携・監督

通年 目標値 通年 通年

活動指標 火葬業務（人体・動物）
1,979 目標値 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100

単位：件 実績値 2,172 2,274

指標
現状値

(R元年度)
区分

年度

R3 R4 R5 R6 R7

0 0 0

その他 32,126 32,126 32,126

財源

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債

一般財源 28,659 28,659 28,659

事業
スケジュール

指定管理第2期目3年目。指定管
理者との連携を図り、斎場運営
を適正に行う。必要に応じ、指
定管理者との協議で進めてい
く。高木の管理を適正に行う。

指定管理第2期目4年目。指定管理
者との連携を図り、斎場運営を適
正に行う。必要に応じ、指定管理
者との協議で進めていく。高木の
管理を適正に行う。

指定管理第2期目5年目。指定管理
者との連携を図り、斎場運営を適
正に行う。必要に応じ、指定管理
者との協議で進めていく。高木の
管理を適正に行う。
第3期目の指定管理者選定を行う。

事業費 60,785 60,785 60,785

【Plan】
事業目的

市民のための総合葬祭施設として、ご遺族、ご会葬者が心穏やかに故人とのお別れをしていただける空間を提
供できるよう、施設の管理を行う。

令和６年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

・平成31年4月1日より、指定管理者制度を導入し、行き届いた施設管理と安定した火葬業務を行っている。
  （第1期 3年間）
・令和4年4月1日より、第2期（令和4年4月1日～令和9年3月31日までの5年間）開始。
・毎月10日頃までに月次報告会を行うほか、随時、市と指定管理者間において意志疎通を図り、適正な斎場運営を行う。

令和６年度 令和７年度 令和８年度

基本目的

施策目的

施策の方向

款・項・目 事業名 当初予算額（R4） 当初予算額（R5） 当初予算額（R6）

４・２・３ 斎場管理 59,234千円 69,059千円 60,785千円

　　【令和６年度事業】実施計画書
整理番号 333 重要事業 総合戦略 担当部署 市民課　戸籍係

- 363 -



【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

単位： 実績値

目標値

活動指標 火葬炉設備改修工事
4 目標値 4 4 4 4 4

単位：炉 実績値 4 4

指標
現状値

(R元年度)
区分

年度

R3 R4 R5 R6 R7

34,900 0 0

その他 0 0 0

財源

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債

一般財源 12,268 12,268 12,268

事業
スケジュール

火葬炉改修工事
斎場火葬棟壁面改修工事監理業
務委託
斎場火葬棟壁面改修工事

火葬炉設備改修工事等 火葬炉設備改修工事等

事業費 47,168 12,268 12,268

【Plan】
事業目的

市民のための総合葬祭施設として、斎場施設の点検、メンテナンスを適正に行い、火葬業務等が適正に滞りな
く行えるように施設整備を行う。

令和６年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

建設から火葬棟が39年、式場棟が32年を経過しており、計画的な施設整備を進める。
火葬炉改修工事は主燃焼炉セラミックファイバー部分貼替、炉周辺機器交換、耐火台車上部取換工を行う。
火葬設備については、点検を実施し、必用に応じ事前に修繕・改修工事を実施することで適正な斎場運営を行う。
火葬棟壁面改修工事については、設計業者に監理委託を行い、工事を安全かつ適正に実施する。

・火葬棟　…　昭和59年3月完成
・式場棟　…　平成3年3月完成

令和６年度 令和７年度 令和８年度

基本目的

施策目的

施策の方向

款・項・目 事業名 当初予算額（R4） 当初予算額（R5） 当初予算額（R6）

４・２・３ 斎場施設整備事業 9,130千円 19,832千円 47,168千円

　　【令和６年度事業】実施計画書
整理番号 334 重要事業 総合戦略 担当部署 市民課　戸籍係
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【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

目標値

単位： 実績値

指標
現状値

(R元年度)
区分

年度

R3 R4 R5 R6 R7

0 0 0

その他 0 0 0

財源

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

市債

一般財源 2,063 0 0

事業
スケジュール

市民のつどい（７事業）
　・環境フェスティバル
　・緑化フェスティバル
　・緑のコンサート
　・国際交流まつり
　・ＮＰＯまつり
　・たてばやしスポーツレクリ
エーション祭
　・ふれあい手話体験

事業費 2,063 0 0

【Plan】
事業目的

昭和63年度に「緑化フェスティバル」、「市民スポーツ祭」、「健康まつり」を統合して開催したことが始ま
りであり、環境や福祉など総合的なイベントを開催することにより、市や市民団体等が一堂に会し、行政が行
う諸事業や団体等の活動に対する理解の促進及び市民間の交流を深める。

令和６年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

※６課７事業
幹事課：文化振興課
　・環境フェスティバル（地球環境課）
　・緑化フェスティバル（緑のまち推進課）
　・緑のコンサート（文化振興課）
　・国際交流まつり（市民協働課）
　・ＮＰＯまつり（市民協働課）
　・たてばやしスポーツレクリエーション祭（スポーツ振興課）
　・ふれあい手話体験（社会福祉課）

令和６年度 令和７年度 令和８年度

基本目的

施策目的

施策の方向

款・項・目 事業名 当初予算額（R4） 当初予算額（R5） 当初予算額（R6）

２・１・７ 市民のつどいの開催 2,444千円 2,444千円 2,063千円

　　【令和６年度事業】実施計画書
整理番号 335 重要事業 総合戦略 担当部署 文化振興課　芸術文化係
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